
香港 控訴裁判所は、有限責任パートナーシップなど「発行
済株式資本」がない法人は、香港の株式や不動産のグループ
内譲渡に対する印紙税減免を対象外とする判決を下す

2024年7月5日、控訴裁判所（以下、「CA」）は、John Wiley & Sons UK2 LLP 
およびもう1社と印紙税の税務官との裁判（John Wiley & Sons UK2 LLP and 
Another v The Collector of Stamp Revenue）について判決1を下し、印紙税の
納税者に有利な判決を下した地方裁判所（以下、「DC」） の判決2を覆しました。

事実関係

John Wiley & Sons (HK) Limited（以下、「香港会社」）は、旧会社法（Cap 32）
に基づいて設立された香港の有限会社です。

当該香港会社の発行済株式資本はすべて、John Wiley & Sons UK2 LLP
（以下、「LLP 2」）が保有していました。

LLP 2は、John Wiley & Sons UK LLP（以下、「LLP 1」）に100%受益権を
保有されていました。

LLP 1とLLP 2はどちらも、英国の2000年リミテッド・ライアビリティ・パートナー
シップ法に基づいて登録された有限責任パートナーシップでした。

LLP 1は、Wiley International LLC（以下、「持株会社」）という、米国デラウェア
州に設立された有限責任会社に100%受益権を保有されていました。
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1. CAの判決全文は以下のリンクからアクセスできます。
John Wiley & Sons UK2 LLP and Another v The Collector of Stamp Revenue、香港控訴裁判
所、https://legalref.judiciary.hk/lrs/common/ju/ju_frame.jsp?DIS=161104&currpage=T
（2024年7月23日アクセス）

2. DCの判決全文は以下のリンクからアクセスできます。
John Wiley & Sons UK2 LLP and Another v The Collector of Stamp Revenue、香港地方裁判
所、https://legalref.judiciary.hk/lrs/common/ju/ju_frame.jsp?DIS=145761&currpage=T
（2024年7月23日アクセス）

https://legalref.judiciary.hk/lrs/common/ju/ju_frame.jsp?DIS=161104&currpage=T
https://legalref.judiciary.hk/lrs/common/ju/ju_frame.jsp?DIS=161104&currpage=T
https://legalref.judiciary.hk/lrs/common/ju/ju_frame.jsp?DIS=145761&currpage=T
https://legalref.judiciary.hk/lrs/common/ju/ju_frame.jsp?DIS=145761&currpage=T
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LLP 2から持株会社への香港会社の譲渡

2019年4月30日、LLP 2（譲渡人）は、香港会社の発行済株式資本のすべてを313,240,835英ポンドの対価で持株
会社（譲受人）に譲渡しました（以下、「株式譲渡」）。

当該株式譲渡は、John Wiley & Sonsグループのグループ内組織再編の一環として行われています。

当該香港会社のグループ内譲渡については下図の通りです。

香港会社のグループ内譲渡に係る印紙税減免の申請

2019年5月29日、LLP 2と持株会社（以下、総称して「印紙税の納税者」）は、当該株式譲渡が印紙税法（以下、「SDO」）
のセクション45に基づく「法人」間のグループ内株式譲渡に該当することを理由に、税務官に対して印紙税の減免を申請
しました。

税務官は、SDOのセクション45の適用において、LLP 1およびLLP 2は「発行済株式資本」がないことから、「発行済株
式資本」の90%以上を実質所有する必要があるという関連性テストを満たしていないとの判断により、印紙税の納税者に
よる印紙税グループ減免の申請を却下しました。

税務官は、当該譲渡に対する査定結果として、売買それぞれに対して、合計3,180,602香港ドルの印紙税を課しました。

この査定に不服があった印紙税の納税者は、DCに起訴しました。

DCによる判決

セクション45はもともと旧セクション5Aに含まれていた

DC裁判官は、SDOのセクション45はもともと、旧印紙法のセクション5A（以下、「旧セクション5A」）に含まれていたと
指摘しました。旧セクション5Aの下では、株式譲渡契約書が「ある関連会社から他の関連会社へ財産の受益権を譲渡
又は移転する」こととなる場合、減免措置の適用が認められました。また、減免措置の適用を受けるために必要な関連性
テストは、「関連会社の双方が有限責任会社であり、一方が他方の発行済株式資本の90%以上を実質所有しているか、
又は、両社の発行済株式資本の90%以上が第三の有限責任会社によって実質所有されている」ことでした。

したがって、旧セクション5Aの「発行済株式資本」という文言は、「有限責任会社」を前提として解釈する必要がありました。

しかし、1981年に旧セクション5Aが現行のSDOのセクション45に全面的に書き換えられた際に、「法人」という概念が
導入され、有限責任会社を前提とする記載が削除された一方で、「発行済株式資本」という文言は定義として残りました。

裁判官は、「有限責任会社」という前提条件は削除されたが、セクション45やその他において税務官の解釈を示す文言
はなく、「発行済株式資本」という用語を自然かつ通常の意味で解釈するという出発点は変わらない、と判断しました。
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裁判官は、自然かつ通常の意味に基づいて、「LLP 2及びLLP 1は、セクション45の意味での株式資本を発行し、それぞれ
額面100英ポンドの株式資本が1英ポンドと99英ポンドに分けられ、最初の株主によって引き受け、払込がなされたこと
から、セクション45にいう発行済株式資本に該当する。また、株式資本の所有者の変更を経て、株式譲渡の時点で上述の
所有状況となっていた。なお、持株会社がLLP 2の最終親会社であり、その関連性が緊密であることから、LLP 2および
LLP 1は持株会社とともに、関連性テストに適合することも明らかである」と判決を行いました。

したがって、裁判官は、印紙税の納税者がSDOのセクション45の意味において「関連会社」であり、税務官が印紙税に係る
グループ減免措置の申請を却下したことは正しくないとしました。

この判決に不服があった税務官は、DCの判決に対してCAに控訴しました。

CAによる判決

旧セクション5AとSDOのセクション45の歴史的経緯

SDOのセクション45は、英国の1967年財政法（以下、「1967年財政法」）から導入されたもので、同法は旧英国法に
含まれる同等の印紙税に係るグループ減免規定に一定の修正を加えました（以下、「1967年の法改正等」）。

具体的には、英国での印紙税に係るグループ減免を認めていた旧法のセクション42（以下、「旧セクション42」）は、
1967年の法改正等により修正され、現在は修正セクション42と呼ばれています。

1967年の法改正等により、修正前のセクション42にあった「有限責任会社（company with limited liability）」という
用語は、修正セクション42の「法人（body corporate）」という用語に置き換えられました。

英国の1967年の法改正等は、1981年に香港で採用され、旧セクション5Aが現在のSDOのセクション45に書き換えら
れました。

1967年の法改正等の結果、CA裁判官は、英国の「法人」という用語は、1929年会社法又は1932年会社法（北アイル
ランド）の意味における「会社（company）」に限定されず、外国会社も含むと指摘しました。

その後、CA裁判官は、SDOのセクション45で使用されている「法人」及び「発行済株式資本」という用語が、このような
歴史的経緯を踏まえてどのように解釈されるべきかを検討しました。

修正セクション42の「法人」及び「発行済株式資本」という文言は具体的に定義されていませんでしたが、CA裁判官は、
修正セクション42におけるこれら2つの文言は、会社法において旧英国法で使用されていたのと同じ意味を持つことが
意図されていると考えるのが妥当であるとしました。

したがって、修正セクション42及びSDOのセクション45の歴史的経緯から、「法人」という文言が、英国及び香港の関連
する会社法における「会社」の概念よりも広く、外国会社も含まれることがわかりました。

しかし、SDOのセクション45の目的上、「法人」には海外の有限責任パートナーシップなどの他の種類の現地法人又は
海外法人（すなわち、会社以外）が含まれるかどうかは、明確ではありません。この争点に対する解答は、「発行済株式
資本」という文言の意味です。これは、関連法人が「発行済株式資本」の90%以上を所有しているか、又は所有されている
という条件を満たす場合にのみ、印紙税の減免措置が適用されるからです。

CA裁判官は、「発行済株式資本」という文言は、英国および香港の会社法においてよく理解されている概念であり、
税法においても頻繁に使用されていると結論付けました。そのため、「発行済株式資本」という用語は、関連する法的
規定、経緯や背景から別段の定めがない限り、通常、会社法上の意味を基に解釈される必要があります。

同CA裁判官は、上記の見解を裏付けるために、Canada Safeway Ltd v IRC [1973] Ch 374やその他の税務判例を
引用しました。具体的には、Canada Safeway Ltd v IRC [1973] Ch 374において、裁判官（Megarry J）はカナダの
会社が英国の印紙税グループ減免措置の適用資格を有するかどうかを判断する際に、当該企業の「発行済株式資本」
の名目価額（または額面価額）と市場価値のどちらを考慮すべきかを解釈するために、英国の会社法を参照しました。
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CA裁判官は、SDOのセクション45にいう「法人」という文言は、新旧会社法における「会社」という定義よりも広く、外国会社
も含まれると結論付けました。一方、「発行済株式資本」という文言は、会社法上よく理解されている概念です。税法にて
使用される場合も、その表現において特別な定義や異なる定義がない限り、又は異なる意味と考えられるような特別な
文脈が見られない限り、会社法で用いられるのと同じ意味に解釈されるべきとしました。セクション45の文脈や表現には、
「発行済株式資本」という文言を異なる意味で解釈するような立法者の意図を示すものはありません。

会社法上では、「株式資本」とは、会社が資本として支払う、または受け取る金銭又はその他の形態の対価と引き換えに、
株主に割り当てられる、又は発行される株式（個別または標準の単位）という概念を含んでいます。

CA裁判官は、LLP 2/LLP 1の資本には（個別または標準の単位）の株式は存在せず、そのような株式はそれぞれの
所有者に発行されていないものと判断しました。したがって、LLP 2及びLLP 1の所有者がLLP 2/LLP 1に支払った
資本金は、SDOのセクション45にいうLLP 2/LLP 1の「発行済株式資本」とは見なされません。

そのため、CA裁判官は、印紙税の納税者側の弁護士による、セクション45の目的上、「株式資本」とは「香港法における
株式資本と必ずしも同一であるわけではないが、経済的にも法的にも類似した、それを発行する会社（又は法人）の
資産・収入に対する参加持分の種類である」という主張を却下しました。

その結果、税務官の上訴は認められました。

CA裁判官によるその他の拘束力のないコメント

香港の新会社法では、会社の株式には名目価額（又は額面価額）がなくなります。したがって、Megarry J裁判官が
Canada Safeway Ltd v IRC [1973] Ch 374について下した判決では、印紙税に係るグループ減免措置の関連要件は
会社の発行済株式資本の名目価額に基づき確認されるべきとされていますが、SDOのセクション45の適用上、修正が
必要です。

CA裁判官は、90%の関連性テストを満たすかどうかの判断に株式資本の名目価額を用いる代わりに、「会社が発行した、
又は割り当てた株式に対して合意された対価の総額を参照する必要がある可能性が高い」と判断しました。

しかし、CA裁判官が上記で引用した文言で正確に何を意味していたかは不明瞭です。おそらく、新株が合意された対価

で発行された場合には、既存株主と新規株主の持株比率を把握する目的で、会社の他の既存株式も新株発行の対価に
基づいて評価する必要がある、という意味かもしれません。

ただし、新会社法の下でも、会社は依然として発行済株式数を維持し、会社登記所に提出する必要があります。したがって、
発行済株式数を基に株主の持株比率を確認することは実務上困難ではなく、CA裁判官が考えていることも達成される
可能性はあるでしょう。

EYの所見

印紙税の納税者がさらに控訴しない場合、CAの判決により、香港又は海外で設立された会社以外の種類の法人は、
SDOのセクション45に基づく印紙税のグループ減免措置を適用できなくなる可能性は高いでしょう。

香港の株式や不動産の所有ストラクチャーにおいて、このような他の種類の法人を採用し、そのような資産のグループ内
譲渡を検討する場合、香港印紙税上の取扱を考慮する必要があります。そのため、必要に応じて、ご担当の税務専門家
にご相談ください。
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